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序     文 
 

ガーナ共和国を含むアフリカ地域では、HIV及びトリパノソーマ症等の感染症の蔓延が深刻な問

題となっています。また、アフリカ地域では近代的な保健医療サービスが農村部まで行き届かな

いことが多く、そのため伝統的な生薬治療が広く用いられていますが、これらの科学的効果の証

明が不十分であることが課題として挙げられています。 

このような背景の下、JICAは、2010年4月から2015年3月まで「ガーナ由来薬用植物による抗ウ

イルス及び抗寄生虫活性候補物質の研究プロジェクト」を実施しています。同プロジェクトは「地

球規模課題に対応する国際科学技術協力」として採択され、その目標は「共同研究を通じてガー

ナ研究機関のガーナ原産の生薬由来抗ウイルス及び抗寄生虫活性物質に関する研究開発能力が向

上する」ことです。 

今般、同プロジェクトの中間時点の評価を行うことを目的として、2012年8月4日から8月19日ま

でに中間レビュー調査団を派遣し、プロジェクトの進捗状況の確認及び評価5項目による評価を行

いました。 

本報告書は、同レビュー調査の結果を取りまとめたものです。 

ここに、本調査にご協力いただきました内外関係者の方々に深く謝意を表するとともに、引き

続き一層のご支援をお願いする次第です。 

 

平成25年2月 

 

独立行政法人国際協力機構 

人間開発部部長 萱島 信子 
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評価結果要約表 
 

１．案件の概要 

国名：ガーナ共和国 

 

案件名：ガーナ由来薬用植物による抗ウイルス及び抗寄生

虫活性候補物質の研究プロジェクト 

分野：保健・医療 

 

援助形態：技術協力プロジェクト（地球規模課題国際科学

技術協力事業） 

所轄部署：人間開発部保健第一グル

ープ保健第二課 

協力金額：4億3,000万円（事前評価表作成時点） 

 

協力期間 （R/D）：2010年4月1日～

2015年3月31日 

 

先方関係機関：野口記念医学研究所、 

生薬科学研究センター 

日本側協力機関：東京医科歯科大学、長崎国際大学 

他の関連協力：特になし 

１－１ 協力の背景と概要 

2008年、ガーナ共和国（以下、「ガーナ」と記す）政府はわが国政府に対し、ガーナ原産薬用

植物を用いたHIV潜伏感染及びトリパノソーマ症の治療製剤の開発及びこれを通じてガーナの

研究開発能力の強化を目的とする技術協力プロジェクトの実施を要請した。これに対しJICAは、

「地球規模課題対応国際科学技術協力」（以下、SATREPS）の枠組みのもと、2009年8月に詳細

計画策定調査を実施した。同調査結果に基づき、2010年4月1日、討議議事録（R/D）が署名され

た。現在JICAは、野口記念医学研究所（以下、野口研）及び生薬科学研究センター（以下、生

薬研）をガーナ側カウンターパート研究機関、東京医科歯科大学及び長崎国際大学を日本側研

究機関として、「ガーナ由来薬用植物による抗ウイルス及び抗寄生虫活性候補物質の研究プロジ

ェクト」（以下、本事業）を実施している。 

 

１－２ 協力内容 

 （1）プロジェクト目標 

共同研究を通じてガーナ研究機関のガーナ原産の生薬由来抗ウイルス及び抗寄生虫活性

物質に関する研究開発能力が向上する。 

 

 （2）成果 

1）ガーナ原産の生薬抽出物中の新規化合物について、安全性、抗HIV活性及び構造活性相

関が確認される。 

2）ガーナ原産生薬抽出物中の新規化合物について、安全性、抗トリパノソーマ活性及び

構造活性相関が確認される。 

3）ガーナ原産の生薬由来抗ウイルス及び抗寄生虫活性物質に関する研究のための実施体

制が確立される。 

 

 

 



 

ii 

 （3）投入（中間レビュー時点） 

1）日本側 

・JICA専門家派遣（長期専門家）：3名（抗ウイルス化合物専門家、抗寄生虫化合物専門

家、業務調整専門家）、合計57.7人/月 

・その他の専門家（研究者）：延べ22名、合計8.2人/月 

・機材供与：8,031万円（消耗品を除く、内容：超純水製造装置、高速液体クロマトグラ

フィー、蛍光顕微鏡等の研究機器） 

・在外事業強化費：4,128万円（2012年6月末時点） 

・携行機材費：746万円 

・研修員受入：延べ人数6名、研修内容：ウイルス学、寄生虫学、薬学、毒性学、HPLC

分析など、延べ期間282日 

2）ガーナ国側 

・カウンターパート配置：野口研13名（所長、ウイルス学部門4名、寄生虫学部門4名、

臨床病理学部門4名）、生薬研27名 

・土地・施設提供：野口研内研究スペース及び事務スペース、生薬研内研究スペース 

・ローカルコスト負担：研究活動に必要な経常経費（水道、電気、固定電話費用など）、

試薬・消耗品倉庫への電気工事費負担 

 

２．評価調査団の概要 

調査者 担当分野 氏 名 所 属 

 

 

団長・総括 小森 正勝 JICA人間開発部保健第一グループ保健第二課長 

協力企画 上野 修平 JICA人間開発部保健第一グループ保健第二課

主任調査役 

評価分析 井上 洋一 （株）日本開発サービス調査部 主任研究員 

科学技術（感染症対

策）＊オブザーバー 

倉田 毅 国際医療福祉大学塩谷病院教授 

 

科学技術（計画・評

価）＊オブザーバー 

発 正浩 JST地球規模課題国際協力室 主任調査員 

調査期間 2012年8月4日～2012年8月19日 評価種類：中間レビュー調査 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

 （1）成果1 

潜伏感染T細胞中のHIV-1プロウイルスの発現を誘導する活性が、植物A由来3量体以上の

物質（総称）Aにあることを見出した。一部の活性分画や化合物に対しては作用機序の解析

が開始されている。中間レビュー調査以降では、この物質の使用等の厳密な試験が求めら

れる。 

HIV-1に対する複製抑制効果または抑制性宿主因子発現活性化効果を有する化合物のス

クリーニングは、BSL-3実験室の故障や培養細胞の不具合により粗抽出物のスクリーニング
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が遅れていたため、これまでに有効性の期待できる化合物は得られていない。しかしなが

ら、これらの問題はおおむね解決されることが期待されるため、プロジェクト期間終了ま

でには上記スクリーニングの終了が見込まれている。 

 

 （2）成果2 

中間レビュー調査時点で、日本原産薬用植物から2種の抗トリパノソーマ活性を示す化合

物がリファレンス化合物として同定された。また、8種のガーナ産植物粗抽出物が強い抗ト

リパノソーマ活性を示し、うち2種は分画操作で活性画分の分離に成功した。そのうち1種

についてはα-tubulin発現抑制を介して鞭毛形成を阻害しており、作用機序としてアポトシ

ス（プログラム細胞死）を誘発していることが示唆された。このように、抗トリパノソー

マ活性物質の探索に関する研究は予想以上に進捗しており、プロジェクト期間終了までに

最終候補物質が決定される見込は高い。 

他方、抗トリパノソーマ活性を有する粗抽出物については、粗抽出物の段階で製品開発

していくことも視野に入れて野口研で動物実験が開始されている。仮に「生薬」としての

開発であれば、ガーナでは臨床試験や登録が簡便化できる。 

 

 （3）成果3 

プロジェクト開始当初は研究機器や付属品、試薬、消耗品等の調達に一定の時間がかか

ったが、中間レビュー調査時点では必要な実験室環境がおおむね整備されている。また、

標準操作手順書（SOP）は、野口研及び生薬研の各研究グループにおいて必要な実験系につ

いておおむね整備されており、実験操作はSOPに規定された方法を遵守して実施されてい

る。 

野口研で月例会議が開催されており、各研究グループが研究の進捗、成果を報告してい

る。これに加え、各研究グループは主任研究者に月例報告書を提出しており、定期的な進

捗確認がなされている。 

 

 （4）プロジェクト目標 

中間レビュー調査時点において前臨床試験候補は決定していない。スクリーニングと同

定という研究目的の特性から、プロジェクト期間終了までに指標である前臨床試験に供す

るだけの候補化合物の同定が保証されるわけではないものの、期待される化合物の絞り込

みは特に抗トリパノソーマ活性を有する化合物の検索で順調に進捗している。 

これまで行われた実験操作で必要な技術や知識の移転は、主としてリサーチアシスタン

ト（RA）を対象に行われてきている。月例会議や月例報告書を通してリサーチフェロー（RF）

の能力強化も図られている。 

 

３－２ 評価結果の要約 

 （1）妥当性 

プロジェクトの妥当性は中間レビュー調査時点でも高く維持されている。 

2008年12月の事前評価において確認されたガーナの保健政策及びターゲットグループの
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ニーズ、また日本の援助政策とプロジェクト目標の一致に関し、本事業の妥当性を損ねる

ような政策の変更やニーズの変化等は認められず、中間レビュー調査時点においてもその

一致性は維持されている。 

先進諸国で開発された医薬品はガーナ国民にとっては非常に高価であり、薬用植物を用

いた医薬品開発や生薬などの伝統治療に科学的根拠を与えることはガーナ政府にとって優

先度が高い。この状況の下、ガーナと日本の研究機関が協力して、植物をもとにした薬効

成分の探索・同定を行うことの意義は大きい。実際、ガーナにおいて、このような規模で

薬用植物の薬効に対する科学的調査が行われたのは初めてである。 

 

 （2）有効性 

中間レビュー調査時点でのプロジェクトの有効性はおおむね高いと考えられる。 

実験操作技術やデータ収集・解析、一次レベルのデータ解釈・科学的考察はガーナ側が

中心となって行っており、また現地滞在のJICA専門家が日常的に技術指導を行っている。

抗HIV活性を示す化合物のスクリーニングは当初の予定よりも遅れているが、必要な実験操

作技術はJICA専門家により適切に指導されている。抗トリパノソーマ活性物質検索につい

ては、計画された研究活動は順調に進捗しており、必要な実験技術も移転されている。ま

た「生薬」としての製品開発も念頭において動物実験も開始されている。 

他方、プロジェクト開始当初は生薬研での粗抽出物の調整スピードが遅く、野口研での

バイオアッセイ実施に影響を及ぼしていたが、長崎国際大学からの短期専門家派遣の際に

詳細な検討を行った結果、現在は安定的なサンプル提供が可能となっている、また、長崎

国際大学からの専門家が派遣されて以降、野口研毒性学部門では安定的な分析が行われて

いる。 

人材育成や組織能力強化の観点に関し、研究実施や本邦研修を通じてガーナ側研究者は

多くの知識・技能を獲得しており、また必要な研究機器も整備されたことから、期間内に

プロジェクト目標が達成される見込みは一定程度あるものと考えられる。 

 

 （3）効率性 

予期しない外部要因により研究活動の円滑な実施に負の影響が生じたが、プロジェクト

は中間レビュー調査まである程度効率的に実施された。 

成果3に規定されるプロジェクト活動に従い、月例会議、各研究グループに課せられる毎

月の進捗報告書提出、年1回のScientific Meetingなどを通じた研究の進捗管理は適切に実施

されている。また、プロジェクト全体のモニタリングは年1回のJCCで行われており、日常

的なプロジェクト運営は現地滞在のActing Leader（JICA専門家）やe-mailを通じて行われて

いることから、共同研究事業及びJICA技術協力プロジェクトとしての運営管理はおおむね

適切と考えられる。 

プロジェクトの開始当初、業務調整員専門家がガーナ着任後に直ちに機材調達が開始さ

れたが、研究活動に必要な研究機器等の調達に想定以上の時間を要し、活動の円滑な実施

に負の影響を及ぼす結果となった。また、ガーナ側研究施設設備の問題や供与機材の不具

合、培養細胞のコンディション不良も効率的な研究活動の実施に影響を及ぼした。 
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 （4）インパクト 

プロジェクト実施によって、以下に示す正負のインパクトが確認または期待されている。

HIV研究、トリパノソーマ研究のそれぞれにおいて可能性がある粗抽出物や分画エキスが

得られ、一部は化合物が特定されている。しかしながら、現時点で活性が認められる粗抽

出物や分画エキスの精製を進めると、活性が減少もしくは消失する可能性もある。また、

スクリーニングと同定という研究目的の特性から、プロジェクト期間終了までに指標とな

っている前臨床試験に供するだけの候補化合物の同定が保証されるわけではない。したが

って、現時点において、本プロジェクトを通して得られた化合物が前臨床試験に供される

可能性があるか否かを予測することは困難である。 

他方、各研究課題について、これまでの進捗や成果の創出状況を十分に考慮に入れたう

えでどのような質をもった化合物を最終候補物質とするのか、言い換えれば、本プロジェ

クトの枠組みのなかでどこまで研究が進めば是とするのかについて、中間レビュー調査以

降できるだけ早い段階で明確に示すとともに、研究機関間で共通認識を得ておく必要があ

る。また、プロジェクトは既存の治療製剤と同等もしくはそれらを上回る有効性・新規性

を有する化合物の同定をめざすことが求められる。製品化が期待できる化合物が得られた

場合は、特許出願も適切に行われる必要がある。 

 

 （5）持続性 

プロジェクトによって生み出された便益の自立発展は、中間レビュー調査時点において

一定程度見込まれる。 

ガーナにおける薬用植物を用いた医薬品開発や伝統的な生薬治療へのエビデンス獲得に

対する政策的重要性は維持されており、本事業終了後も継続することが見込まれる。 

本プロジェクトを通じて薬用植物からの薬効成分抽出・精製や培養細胞を用いた有効性、

毒性評価など多くの技術が移転されることが見込まれている。また、本プロジェクトを通

じて多くの研究機材が整備されたことから、ある程度確立された技術については技術的持

続性が一定程度得られるものと見込まれる。しかしながら、プロジェクト期間終了までに、

将来の前臨床試験を念頭に置いた必要充分なデータがそろえられるよう、研究課題ごとの

有効性、安全性の評価について、実験条件を含む試験内容、到達目標を具体的に検討して

いくことが求められる。また、期間終了までに、プロジェクト終了後の医薬品開発の具体

的な道筋について検討しておく必要がある。 

 

３－３ 効果発現に貢献した要因 

 （1）計画内容に関すること 

中間レビュー調査時点で計画内容に関する促進要因は特に観察されていない。 

 

 （2）実施プロセスに関すること 

本事業では、中間レビュー調査までに各研究グループから延べ6名のガーナ人研究者が本

邦研修に派遣された。研究活動実施に必要な多くの技術を獲得し、帰国後は研究室内で同

僚に技術移転している。したがって、本邦研修はガーナ研究機関における研究活動の推進
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に貢献していることが認められる。 

 

３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

 （1）計画内容に関すること 

ガーナ政府のスタッフ雇用に関する制限等により、本プロジェクトで実施する実験に十

分な時間を割けるガーナ側スタッフの確保が困難であったため、プロジェクト開始当初は

研究活動の円滑な実施に影響があった。そのため、プロジェクト雇用のRAを配置し、研究

活動の円滑な実施を促進した。 

機材調達業務は、業務調整員専門員がガーナ着任後に直ちに開始されたが、研究活動に

必要な研究機器等の調達には想定以上の時間を要し、研究活動の円滑な実施に負の影響を

及ぼす結果となった。 

 

 （2）実施プロセスに関すること 

生薬研では水道水の供給に問題が生じているため、研究活動に必要な純水の確保が困難

であった。したがって、これまでは生薬研が外部から水を購入することで対応してきてい

る。また、生薬研では、頻繁に起こる停電や電圧変動による機器障害が危惧されている。

研究機器は無停電装置や電圧安定装置により守られているが、特に電圧安定装置が頻繁に

壊れる状況にある。したがって、本プロジェクトの終了までに、ガーナ側は生薬研施設全

体の電力・電圧制御システムを改善することが求められる。 

 

３－５ 結論 

投入の遅れや施設の問題、また抗ウイルスと抗寄生虫の研究活動の間で進捗の差が見られる

ものの、プロジェクト全体としてのこれまでの進捗は適切である。対象とする薬用植物は採集

され、基本的な人員、機器類も配置されてきている。研究グループ間の進捗の差があるものの、

必要な研修が行われ、ほぼすべての薬用植物について分析が開始されている。その結果、それ

ぞれの研究課題において、幾つかの前臨床試験候補となる可能性がある化合物や抽出物が見つ

かっている。 

 

３－６ 提言 

 （1）プロジェクトは、ガーナ側若手研究者に対して、研究室内の実験技術、データ収集・解

析、一次レベルのデータの解釈及び科学的考察などに関する能力構築を引き続き行うこと

が望まれる。 

 

 （2）プロジェクトの円滑かつ効果的な実施のため、日本・ガーナ国間及び現地日本人専門家

間のコミュニケーションが強化されることが望ましい。現地日本人専門家は、週1回程度で

も顔を合わせる機会・会合をもつことが望ましい。また、ガーナ側のさらなる組織的能力

強化のため、日本側研究機関は、本プロジェクトに関連する研究者をガーナに派遣し、ガ

ーナ側との直接的なコミュニケーションを促進することが望まれる。 
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 （3）野口研と生薬研においては機密保持の観点から別々のコード番号が使用されているが、

同一のコード番号が使用されている野口研内の研究グループ間においては、情報共有の強

化を検討していくことが望まれる。 

 

 （4）BSL3実験室の安定的な稼働は、本プロジェクトの研究活動に加えて西アフリカ地域の感

染症対策にとっても重要である。野口研と日本側は、その安定的な稼働及び適切なメンテ

ナンスの重要性を認識することが望ましい。また、生薬研においては、プロジェクトが電

圧安定装置を継続的に購入する間に、ガーナ側において施設の電力・電圧制御システム改

善のための必要措置の検討が開始されることが望まれる。 

 

 （5）プロジェクトは、これまでの進捗を踏まえて、各研究課題についてどのような質をもっ

た化合物を最終候補物質とするのか、言い換えれば本プロジェクトの枠組みのなかでどこ

まで研究が進めば是とするのかについて明確にするとともに、研究機関間で共通認識を得

ておくことが望ましい。また、プロジェクトは既存の治療製剤と同等もしくはそれらを上

回る有効性、新規性を有する化合物の同定をめざすことが求められる。製品化が期待でき

る化合物が得られた場合は、特許出願も適切に行われる必要がある。 

 

 （6）本事業では、前臨床試験は製薬企業のもとで進められることが想定されており、また必

須であると考えられるため、プロジェクトは期間終了までにプロジェクト終了後の医薬品

開発の具体的な道筋について検討しておくことが望ましい。 
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第１章 中間レビュー調査の概要 
 

１－１ 調査の背景・経緯 

ガーナ共和国（以下、「ガーナ」と記す）では、主要な感染性疾患に対して標準的な治療及びケ

アのガイドラインは整備されつつあるものの、地方における医療機関へのアクセスの悪さや高額

な医療費等により、実際の保健医療サービスが多くの人々にまで行き届いておらず、一般に生薬

治療が広く受けられている。また、ガーナを含むアフリカ地域の多くの国ではHIV/エイズやトリ

パノソーマ症の蔓延が深刻な問題をもたらしているが、HIV潜伏感染やトリパノソーマ症に対する

有効な薬物療法は確立されていない。したがって、ガーナにおいては薬用植物などに由来する安

価で効果的な新規治療薬の開発が求められていた。 

かかる状況のもと、ガーナ政府はわが国政府に対して、ガーナ原産の生薬（薬用植物）を材料

としたHIV潜伏感染及びトリパノソーマ症の治療製剤の開発を通して、ガーナの研究能力強化を目

的とした技術協力プロジェクトの実施を要請した。これに対しJICAは、「地球規模課題対応国際科

学技術協力事業」（Science and Technology Research Partnership for Sustainable Development：

SATREPS）の枠組みのもと、野口記念医学研究所（Noguchi Memorial Institute for Medical Research：

NMIMR）及び生薬科学研究センター（Centre for Scientific Research into Plant Medicine：CSRPM）

をガーナ側研究機関カウンターパート機関、東京医科歯科大学及び長崎国際大学を日本側研究機

関として2010年4月1日から5年間の予定で「ガーナ由来薬用植物による抗ウイルス及び抗寄生虫活

性候補物質の研究プロジェクト」（以下、本事業）が開始されている。 

今回の中間レビュー調査では、プロジェクト開始から2年4カ月が経過した本事業の活動内容、

成果及びプロジェクト目標について、評価5項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、持続性）

に基づいてレビューし、プロジェクト後半の課題の確認及び今後の方向性について合意すること

を目的としている。 

 

１－２ 調査目的 

 中間レビュー調査の目的は以下に示すとおりである。 

 （1）PDMに基づいてプロジェクトの中間段階における進捗をレビューし、評価5項目の評価基準

に従って評価時点でのプロジェクト成果を評価する。 

 （2）プロジェクトの成果及び目標に対する促進要因及び阻害要因を検討する。 

 （3）上記の分析結果に基づいてガーナ側と共同で残りのプロジェクト期間での活動方針につい

て協議する。 

 （4）今後のプロジェクト目標の達成に向けた提言を行う。 

 （5）合同中間レビュー報告書に調査結果を取りまとめる。 

 

１－３ 合同レビュー調査団の構成 

中間レビュー調査は、JICA及び4名のガーナ側評価委員と合同で実施した。合同レビュー調査チ

ーム（以下、レビューチーム）の構成は以下のとおりである。 

なお、ガーナにおける現地調査には、SATREPSの枠組みのなかで日本国内での研究を支援してい

る独立行政法人科学技術振興機構（Japan Science and Technology Agency：JST）が2名の調査団員を派

遣し、独自の評価調査を行うとともに、専門的見地から研究活動に対する技術的な助言を行った。 
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<日本側> 

担当分野 氏 名 所 属 現地派遣期間 

団長・総括 小森 正勝 JICA 人間開発部  保健第一グループ

保健第二課長 

2012年8月11日～17日 

協力企画 上野 修平 JICA 人間開発部 保健第一グループ 

保健第二課 主任調査役 

2012年8月9日～17日 

評価分析 井上 洋一 ㈱日本開発サービス 調査部 

主任研究員 

2012年8月5日～17日 

科学技術（感染症

対策） 

倉田 毅 国際医療福祉大学 塩谷病院 教授 

（オブザーバー） 

2012年8月11日～15日 

科学技術（計画・

評価） 

発 正浩 JST地球規模課題国際協力室 

主任調査員（オブザーバー） 

2012年8月11日～17日 

 

<ガーナ側> 

氏 名 所 属 

Dr. Regina Appiah-Opong Acting Head, Department of Clinical Pathology, NMIMR 

Dr. W.K. Anyan Research Fellow, Department of Parasitology, NMIMR 

Dr. J.A.M Brandful Senior Research Fellow, Department of Virology, NMIMR 

Dr. Alfred Appiah Deputy Director, CSRPM 

 

評価調査は、2012年8月5日から17日にかけて実施され、サイト視察、インタビュー、プロジェ

クト報告書等の関連文書レビューを行った（付属資料2）。 

 

１－４ プロジェクトの枠組み 

最新PDMであるVersion 0に示されるプロジェクトの要約（プロジェクト目標、成果、活動）を

以下に示す。 

 

【最新のPDM（2010年4月1日、Version 0）】 

プロジェクト目標 
共同研究を通じてガーナ研究機関のガーナ原産生薬由来抗ウイルス及び抗寄生虫

活性物質に関する研究開発能力が向上する。 

成果 成果1 

ガーナ原産生薬抽出物の新規化合物について、安全性、抗HIV活性及び構造活性

相関が確認される。 

成果2 

ガーナ原産生薬抽出物の新規化合物について、安全性、抗トリパノソーマ活性及

び構造活性相関が確認される。 

成果3 

ガーナ原産生薬由来抗ウイルス及び抗寄生虫活性物質に関する研究のための実

施体制が確立される。 

活動 活動1 

 1-1 ガーナ原産の候補植物からの候補化合物（プロシアニジン及びホルボール

エステル類など）の粗抽出方法を確立する。 
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  1-2 抗HIV活性を有する粗抽出物及び分離化合物の安全性を立証する。 

 1-3 植物粗抽出物の抗HIV活性スクリーニングに用いるバイオアッセイ系を確

立する。 

 1-4 プロジェクトで確立したバイオアッセイ系を用い、HIV-1複製抑制効果、

HIV-1に対する抑制性宿主因子発現活性化効果、潜在プロウイルス発現活性

化効果を有する粗抽出物を同定する。 

 1-5 粗抽出物中から抗HIV-1活性を有する新規化合物を分離精製する。 

 1-6 得られた化合物の構造活性相関及びウイルス学的作用機序を解析する。 

 1-7 抗HIV活性物質を高濃度に含有する植物を繁殖させるための手法を開発す

る。 

活動2 

 2-1 ガーナ原産の候補植物からの候補化合物（没食子酸及びクルクミンなど）

の粗抽出方法を確立する。 

 2-2 抗トリパノソーマ活性を有する粗抽出物及び分離化合物の安全性を立証す

る。 

 2-3 植物粗抽出物の抗トリパノソーマ活性スクリーニングに用いるバイオアッ

セイ系を確立する。 

 2-4 プロジェクトで確立したバイオアッセイ系を用い、トリパノソーマ原虫の

増殖抑制効果、形態変化誘導効果を有する粗抽出物を同定する。 

 2-5 粗抽出物中から抗トリパノソーマ活性を有する新規化合物を分離精製す

る。 

 2-6 得られた化合物の構造活性相関を解析し、細胞表現型への影響を究明する。

 2-7 抗トリパノソーマ活性物質を高濃度に含有する選抜植物を繁殖するための

手法を開発する。 

活動3 

 3-1 研究活動実施のための実験室環境が整備される。 

 3-2 研究課題ごとの標準操作手順書（SOP）を整備する。 

 3-3 研究の進捗、成果、安全管理について協議するための研究グループミーテ

ィングを定期的に招集する。 

 3-4 研究グループリーダーはプロジェクトコーディネーターを介して月例研究

進捗報告書をプロジェクトダイレクター及びチーフアドバイザーへ提出す

る。 

 3-5 研究運営年間計画書を作成する。 
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第２章 中間レビュー調査の方法 
 

２－１ SATREPSにおけるプロジェクト評価の枠組みについて 

SATREPSはJSTによる日本国内での技術的・財政的研究支援とJICAによる現地での技術協力プロ

ジェクト実施協力が連携して推進されることから、評価活動実施の効率性にかんがみて、現地調

査はJSTとJICAが連携、協力して実施される。 

JSTは地球規模課題の解決に資する研究成果、科学技術水準の向上の観点から日本国内及び相手

国を含めた国際共同研究全体の評価を行う。また、JICAはプロジェクト運営の一環として、政府

関係者・研究代表者を含めた先方協力機関等と共同でODA事業として相手国における人材育成、

能力強化及び開発課題に対する貢献の観点から評価（レビュー）を実施する。 

 

２－２ JICAの評価方法 

中間レビュー調査は「JICA事業評価ガイドライン」（2010年6月）に沿って実施された。実績・

実施プロセスの確認と5項目評価を行うための調査項目について具体的な方法を検討するため、評

価設問、必要な情報・データ、情報源、データ収集方法について一覧表で示した評価グリッド（付

属資料3）を作成した。 

評価チームのメンバーは評価グリッドに基づき、カウンターパート研究者や各関係機関、JICA

専門家に対して質問票配布やインタビューを実施し、プロジェクトのレビューを実施した。主要

面談者は付属資料4を参照のこと。 

PCMの常法にのっとり、最新のPDM version 0に基づいて指標の達成度を含めたプロジェクト実

績を確認し、評価5項目での評価分析を行った。合同レビューチームは、評価結果を合同レビュー

報告書に取りまとめた。 

本中間レビューに用いた評価5項目の概説を以下の表－１に示す。 

 

表－１ 評価5項目の概説 

評価5項目 概 説 

妥当性 プロジェクトの目標（PDMのプロジェクト目標、上位目標）が、受益者のニーズと

合致しているか、援助国側の政策と日本の援助政策との整合性はあるかといった、「援

助プロジェクトの正当性」を検討する。中間レビュー調査での妥当性評価は、現状・

実績に基づいて検証作業を行う。 

有効性 PDMの「プロジェクトの成果」の達成度合いと、それが「プロジェクト目標」の達

成にどの程度結びついたかを検討する。中間レビュー調査での有効性評価は、評価の

必要性・可能性に応じて検証作業を行う。 

効率性 プロジェクトの「投入」から生み出される「成果」の程度を把握する。各投入のタイ

ミング、量、質の適切度を検討する。中間レビュー調査での効率性評価は、現状・実

績に基づいて検証作業を行う。 

インパクト プロジェクトが実施されたことにより生じる直接・間接的な正負の影響を検討する。

中間レビュー調査でのインパクト評価は、評価の必要性・可能性に応じて検証作業を

行う。 

持続性 援助が終了した後も、プロジェクト実施による便益が持続されるかどうか、持続性に

必要な要素を見極めつつ、プロジェクト終了後の持続性の見通しを検討する。中間レ

ビュー調査での持続性評価は、予測・見込みに基づいて検証作業を行う。 
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２－３ 科学的視点からのJSTの評価方法 

 

【JST中間評価の評価項目】 

JST評価項目 主な視点 備考 

プロジェクト（研究

課題）のねらい 

・地球規模課題解決に資する重要性 

・科学技術・学術上の独創性・新規性 

研究内容に変更あれ

ば、中間評価で実施。

国際共同研究目標

の達成 

・プロジェクト期間中の成果目標の達成度と成果内容 中間評価・事後評価で

実績に基づき評価。 

国際共同研究（活

動）の運営体制 

・研究運営体制 

・研究費管理 

・コンプライアンス 

中間評価・事後評価で

評価。 

科学技術の発展と

今後の展望 

・地球規模課題並び相手国側への科学技術向上への貢献

・知的財産、論文・学会発表等（投稿先、引用数）、成果

品等 

・科学技術的成果の重要性（国内外の類似研究との質的

比較） 

・日本における科学技術の今後の展開・発展性 

・日本の研究手法・制度・規格の普及など日本の科学技

術がもたらした影響・効果 

・日本人人材の育成（若手、グロバール化対応） 

事後・追跡評価で評価

実施。 

中間評価で見込みを含

め評価。 

成果の活用・普及持

続的研究活動等へ

の貢献 

・人的交流の構築（留学生、研修、若手の育成） 

・相手国側研究機関あるいは研究者の自立性・自主性 

・社会実装、政策等への反映 

・成果を基とした研究・利用活動の持続的発展 

事後・追跡評価で評価。

中間評価で見込みを含

め評価。 

 

 （1）国際共同研究の進捗状況について 

・当初の研究計画から見た進捗状況や達成度等はどうか 

・新たな方向性や方針変更等、当初計画では想定されていなかった新たな展開が生じたか 

・成果の科学的・技術的インパクト、国内外の類似研究と比較したレベルや重要度はどうか

（質的な視点から） 

 

 （2）国際共同研究の運営体制について 

・研究チームの体制・遂行状況や研究代表者のリーダーシップは適当か 

・研究費の執行状況は効率的・効果的か（各グループの研究費は有効に執行されているか、

購入機器は有効に活用されているかなど） 

・コンプライアンスに基づいた国際共同研究が実施されているか 

 

 （3）科学技術の発展と今後の研究について 

・今後の研究の進め方は適当か（研究の方向性、相手国との協力状況、研究実施体制、研究

費） 

・今後見込まれる成果について（地球規模課題並び相手国側への科学技術向上への貢献、日

本における科学技術の今後の展開・発展性、日本の研究手法・制度・規格の普及など日本

の科学技術がもたらした影響・効果、成果の社会的なインパクトの見通しを含む） 
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・日本人人材の育成を実施しているか（日本人若手研究人材の育成、グローバル化に対応し

た日本人人材の育成など） 

 

 （4）持続的研究活動等への貢献の見込みについて 

・人的交流の構築がどのように見込まれるか（相手国側研究機関あるいは研究者の自立性・

自主性） 

・成果を基とした研究・利用活動が持続的に発展していく見込みがあるか（政策等への反映、

成果物の利用など） 

 

【JST評価に際して】 

 （1）JST評価は、研究代表者による提供情報に基づき、国内領域別委員（評価者）による評価会

において絶対評価で行う。 

 

 （2）国内領域別委員（評価者）が利害関係者である場合は、評価に加わることはできない。利

害関係者の範囲は、以下のとおり。 

・被評価者と親族関係にある者 

・被評価者と大学においては同一の学科（大学院においては研究科の専攻をいう）に所属し

ている者、独立行政法人等の研究開発機関においては同一の機関に所属している者、民間

企業においては同一の企業（完全子会社は同一の企業とみなす）に所属している者 

・緊密な共同研究を行う者（例えば、共同プロジェクトの遂行、共著研究論文の執筆、同一

目的の研究メンバー、あるいは被評価者の研究課題のなかでの研究分担者など、被評価者

と実質的に同じ研究グループに属していると考えられる者） 

・被評価者と密接な師弟関係あるいは直接的な雇用関係にある者 

・被評価者の研究課題と直接的な競争関係にある研究を行っている者 

・その他機構が利害関係者と判断した者 

なお、上記以外の場合であっても、利害関係を有すると自ら判断する場合には、評価に加

わることはできない。 

 

 （3）評価会に先立ち、評価者は、評価用資料（研究代表者作成の研究実施報告書等）にあらか

じめ目を通す。 

 

 （4）評価は、これまでの年次報告書、サイトビジット、シンポジウム、年次報告会等により把

握している進捗状況、評価用資料、評価会での研究代表者によるプレゼンテーション及び

意見交換などを総合的に勘案して行う。 

 

研究代表者に対して、評価結果を公表する前に、評価結果案について事実誤認がないか等の確

認を行う。 
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第３章 プロジェクトの実績と実施プロセス 
 

３－１ 投入 

 （1）日本側投入実績 

以下に、2012年8月現在のプロジェクトに対する日本側からの投入を示す。 

詳細は付属資料5を参照のこと。 

    

構 成 投 入 

JICA専門家の派遣 

 

JICA長期専門家：3名（抗ウイルス化合物専門家、抗寄生虫化合物専門

家、業務調整）、合計57.7人/月 

その他の専門家（研究者）：延べ22名、合計8.2人/月 

資機材の提供 

 

総額（円）：8,031万4,955円（消耗品を除く） 

内容：超純水製造装置、高速液体クロマトグラフィー（HPCL）、蛍光顕

微鏡等の研究機器 

本邦研修 

 

延べ人数：6名 

研修内容：ウイルス学、寄生虫学、薬学、毒性学、HPLC分析など 

延べ期間：282日 

現地活動費 在外事業強化費：4,128万5,052円（2012年6月末時点） 

 

 （2）ガーナ側投入実績 

以下に、2012年1月現在のプロジェクトに対するガーナ側からの投入を示す。 

詳細については付属資料5を参照のこと。 

    

構 成 投 入 

カウンターパート配置 NMIMR：13名（所長、ウイルス学部門：4名、寄生虫学部門：4名、臨

床病理学部門：4名） 

CSRPM：27名 

施設及び資機材 

 

NMIMR内 事務スペース 

NMIMR臨床病理学部門内 研究スペース 

NMIMRウイルス学部門内 研究スペース 

NMIMR寄生虫学部門内 研究スペース 

CSRPM内 研究スペース 

研究に必要な既存の研究機器類 

現地活動費 

 

研究活動に必要な経常経費（水道、電気、固定電話費用など） 

試薬/消耗品倉庫への電気工事費負担 

 



 

－8－ 

３－２ プロジェクトの実績 

 （1）プロジェクト活動の実績 

成果に係るプロジェクト活動実績を以下に示す。 

    

【成果1】 

ガーナ原産生薬抽出物から新規物質が同定され、安全性、抗HIV活性及び構造活性相関が解明され

る。 

活 動 達成事項 

1-1.ガーナ原産の候補植物から

の候補化合物（プロシアニジ

ン及びホルボールエステル

類など）の粗抽出方法を確立

する。 

・ 候補植物は、ガーナの伝統医療で使用されている薬用植物の

なかから、抗ウイルス効果または抗寄生虫効果が期待される

植物（約100種類）をリストアップし、調査の対象として決定

した。 

・ 2010年9月CSRPMにて、日本・ガーナ双方の話し合いで、ガー

ナ原産の候補植物（約100種類）からの粗抽出エキスの調製方

法は、50％含水エタノールを用いた浸出とすることで合意し

た。プロシアニジンは水溶性フラボノイド、ホルボールエス

テルはジテルペノイドのエステル体で、それぞれ水、高極性

有機溶媒によく溶ける。50％含水エタノールを抽出溶媒に用

いることで候補化合物の構造類縁体も抽出可能である。また

エタノールの割合はプロシアニジンのように候補が決まって

いる場合は100％エタノールを用いる工夫も行っている。 

・ このように、中間レビュー時点までにプロシアニジンやホル

ボールエステル類などを含む標的化合物の抽出方法はおおむ

ね確立している。 

1-2.抗HIV活性を有する粗抽出

物及び分離化合物の安全性

を立証する。 

・ 粗抽出物、分画サンプル、及び分離化合物の毒性確認試験は

NMIMR毒性学部門にて実施されている。2012年7月末までに、

82の粗抽出物の毒性レベル確認が終了しており、IC50値をも

とに毒性レベルを4段階（100μg/mL以下：+++、100～500μ

g/mL：++、500～1250μg/mL：+、1250μg/mL以上：-）に分

けて、Monthly meetingでデータを報告している。 

1-3.植物粗抽出物の抗HIV活性

スクリーニングに用いるバ

イオアッセイ系を確立する。 

・ ①HIV-1複製抑制効果、②HIV-1に対する抑制性宿主因子発現

活性化効果及び③潜在プロウイルス発現活性化効果のそれぞ

れ3つ効果を測定する実験系を東京医科歯科大学にて確立し、

NMIMRウイルス学部門へ技術移転した。 

1-4.プロジェクトで確立したバ

イオアッセイ系を用い、

HIV-1複製抑制効果、HIV-1

に対する抑制性宿主因子発

現活性化効果、潜在プロウイ

ルス発現活性化効果を有す

る粗抽出物を同定する。 

・ 上記①、②、③について現在も同定する作業を継続中。以下

にそれぞれの結果を示す。 

－ 20種の植物粗抽出物に対してHIV-1複製抑制効果を試験し

たが、二次スクリーニングへの候補はいまだ見つかってい

ない。 

－ 3種の植物粗抽出物に対してHIV-1に対する抑制性宿主因

子発現活性化効果を試験したが、二次スクリーニングの候

補はいまだ見つかっていない。 

－ 60種の植物粗抽出物に対して潜在プロウイルス発現活性

化効果を試験し、うち7種が候補として挙がっている。今

後、さらなる分画化及び二次スクリーニングへ移行する予

定。 
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1-5.粗抽出物中から抗HIV-1活性

を有する新規化合物を分離

精製する。 

・ 中間レビュー時点では、植物粗抽出エキスにHIV複製を抑制す

る活性を示すものは得られていないが、活性を有する化合物

の分離精製方法は、抗トリパノソーマ活性を有する化合物の

分離精製に順じ、長崎国際大（NIU）で行っている。まず、シ

リカゲルカラムクロマトグラフィーを行い、その後は化合物

の特徴によって使用するゲルを選択する。芳香族系化合物の

分離はDiaion HP、その他の低分子化合物の分離はSephadex 

LH-20または逆相ゲルを用いる。分離が困難な化合物は、

CSRPMに2012年7月に設置された分取HPLCを用いて、単一化

合物まで精製を行う計画である。 

・ 潜伏プロウイルス発現活性化効果を有する7種の粗抽出物の

うち植物Aに含まれる物質（総称）Aに潜伏プロウイルスの活

性化能があることを突き止めた。長崎国際大学にて物質（総

称）Aの更なる分離精製が進められている。 

1-6.得られた化合物の構造活性

相関及びウイルス学的作用

機序を解析する。 

・ 植物Aから得られた物質（総称）Aのうち三、四、五量体及び

多量体にJurkat細胞のNF-kappaB経路を一過的に活性化する効

果があることがヒトJurkat T細胞株レポーターアッセイで確認

された。NF-kappaB経路の活性化を特異的に抑制する。 

・ 抗HIVを有する化合物に関して構造が決定した後は、400メガ

ヘルツNMR、LC-TOF-MSを用いてNMIMRウイルス部門研究

員、JICA専門家と抗HIV活性データと構造活性相関解析を行

う計画である。 

1-7.抗HIV活性物質を高濃度に

含有する植物を繁殖させる

ための手法を開発する。 

・ 現時点では抗HIV活性物質を高濃度に含有する植物は得られ

ていないが、茎頂培養、カルス培養、各種植物ホルモンを用

いたマイクロプロパゲーション（試験管内培養法）を用いた

優良品種選抜繁殖法が確立しており、適用可能である。 

 
 

【成果2】 

ガーナ原産生薬抽出物から新規物質が同定され、安全性、抗トリパノソーマ活性及び構造活性相関

が解明される。 

活 動 達成事項 

2-1.ガーナ原産の候補植物から

の候補化合物（没食子酸及び

クルクミンなど）の粗抽出方

法を確立する。 

・ 候補植物は、ガーナの伝統医療で使用されている薬用植物の

中から、抗ウイルス効果または抗寄生虫効果が期待される植

物（約100種類）をリストアップし、調査の対象として決定し

た。 

・ 2010年9月CSRPMにて、日本・ガーナ双方の話し合いで、ガー

ナ原産の候補植物（約100種類）からの粗抽出エキスの調製方

法は、50％含水エタノールを用いた浸出とすることで合意し

た。50％含水エタノールを抽出溶媒に用いることで候補化合

物の構造類縁体も抽出可能である。 

・ これまでガーナ産薬用植物約100種（全体の7割程度）につい

て、その50％含水エタノール粗抽出物をCSRPM単独で調製し、

NMIMR各分野へ送付している。月単位10以上の粗抽出物をコ

ンスタントに送付できており、さらには活性が検出された粗

抽出物についてはその分画をCSRPM単独で実施できている。

・ このように、中間レビュー調査時点までに没食子酸及びクル

クミンなどを含む標的化合物の抽出方法はおおむね確立して

いる。 
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2-2.抗トリパノソーマ活性を有

する粗抽出物及び分離化合

物の安全性を立証する。 

・ 粗抽出物、分画サンプル、及び分離化合物の毒性確認試験は

NMIMR毒性学部門にて実施されている。2012年7月末までに、

82の粗抽出物の毒性レベル確認が終了しており、IC50値をも

とに毒性レベルを4段階（100μg/mL以下：+++、100～500μ

g/mL：++、500～1250μg/mL：+、1250μg/mL以上：-）に分

けて、Monthly meetingでデータを報告している。これまでに

試験した110種類の粗抽出物のうち8種で強力な抗トリパノソ

ーマ活性が認められた。その毒性についてNMIMR毒性学にて

試験されたが、いずれもその有効濃度においてヒト細胞への

特筆すべき毒性はないことが確認されている。 

2-3.植物粗抽出物の抗トリパノ

ソーマ活性スクリーニング

に用いるバイオアッセイ系

を確立する。 

・ 東京医科歯科大学でAlamar blueを用いたin vitroスクリーニン

グシステムを確立し、NMIMR寄生虫学部門に技術移転した。

2-4.プロジェクトで確立したバ

イオアッセイ系を用い、トリ

パノソーマ原虫の増殖抑制

効果、形態変化誘導効果を有

する粗抽出物を同定する。 

・ 現在までにCSRPMより送付された粗抽出物約110種すべてに

ついてNMIMR寄生虫学にて抗寄生虫活性を試験し、その再現

性についても厳密に解析した。その結果、約30％の粗抽出物

で抗寄生虫活性が検出され、なかでも8種の粗抽出物は陽性対

象Berberineと同等かそれ以上の活性を有していることが確認

された。 

・ また、これら抗トリパノソーマ活性は、アポトシス誘導を伴

ったものであること、細胞周期におけるG2/M期への進行が抑

制されていること、さらに、1つの粗抽出物はα-tubulinの抑制

を介して鞭毛形成を阻害することがNMIMR寄生虫学部門に

導入した蛍光活性化細胞選別装置（FACS）及び、蛍光顕微鏡

による解析で明らかとなった。 

2-5.粗抽出物中から抗トリパノ

ソーマ活性を有する新規化

合物を分離精製する。 

・ 強い抗トリパノソーマ活性を示した8種のうち、4種について

は既にCSRPMにて分画を調製済みであり、そのうち2種につい

てNMIMR寄生虫学で抗寄生虫活性を試験した結果、いずれも

クロロホルム画分に強い活性が見出された。これらについて

CSRPMにて再採取を行い、分画を大量調製後NIUへ送付し、

活性成分の精製と構造決定を行っている。これまで1画分か

ら、1つの新規構造を含む4種の純粋成分が得られている。 

・ 現在、粗抽出物中から抗トリパノソーマ活性を有する新規化

合物の分離精製は長崎国際大学で行っている。まず、シリカ

ゲルカラムクロマトグラフィーを行い、その後は化合物の特

徴によって使用するゲルを選択している。芳香族系化合物の

分離はDiaion HP、その他の低分子化合物の分離はSephadex 

LH-20または逆相ゲルを用いて、単一化合物まで精製を行って

いる。今後、分離・精製が困難な化合物が生じた場合は、CSRPM

に設置された分取HPLCを用いて精製を行う。 
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2-6.得られた化合物の構造活性

相関を解析し、細胞表現型へ

の影響を究明する。 

・ 日本原産薬用植物の粗抽出物から強い抗トリパノソーマ活性

が検出され、活性成分の主要成分と思われる 7つの

diarylheptanoid類をNIUにて精製後、NMIMR寄生虫学部門にて

活性評価を行った結果、2種の成分で陽性対象を上回る強力な

活性が見出された。diarylheptanoid類7種と抗トリパノソーマ活

性が知られるcurcuminを含めた構造活性相関から抗トリパノ

ソーマ活性に重要である構造が示唆されている。これら日本

原産薬用植物から得られた2種の化合物は、リファレンス化合

物として認識されるものである。 

2-7.抗トリパノソーマ活性物質

を高濃度に含有する選抜植

物を繁殖するための手法を

開発する。 

・ 茎頂培養、カルス培養、各種植物ホルモンを用いたマイクロ

プロパゲーション（試験管内培養法）を用いた優良品種選抜

繁殖法が確立しており、本法はプロジェクト対象の植物に対

しても応用可能である。 

 
 

【成果3】 

ガーナ原産生薬由来抗ウイルス及び抗寄生虫活性物質に関する研究実施体制が整備される。 

活 動 達成事項 

3-1.研究活動実施のための実験

室環境が整備される。 

・ NMIMR毒性学部門：毒性試験に必要な機器等は本事業ですべ

て整備された。しかしながら、2012年7月中旬、CO2インキュ

ベーターのCO2調節機能の不具合が発生したため、現在、他部

門のCO2インキュベーターを使用している。東京医科歯科大学

所有のインキュベーターをNMIMR毒性学部門に移送するこ

とを関係者間で協議中である。 

・ CSRPMでは、50％含水エタノールを用いた植物粗抽出物を調

製するためのエバポレーターが2010年9月に、抽出物調製のス

ピードアップのため凍結乾燥機が2011年5月に、それぞれ設置

された。各種有機溶媒を用いた分画を限られた同一空間で行

うために、2012年6月、換気システムが設置された。化合物の

分析、分離精製を行うために、分析HPLCは2011年度、分取

HPLC及び各種カラムクロマトグラフィー用ゲルや各サイズ

のカラムも2012年度に導入され、CSRPMで化合物の分離精製

を行える環境が向上、整備された。 

・ NMIMRウイルス部門において本事業を行うための基本的な

機器類は野口研究所へすべて導入され、それらはすべて正常

に稼働している。また、2012年3月後半からBSL-3施設が故障

し、実験の進捗に遅れが生じていたが、同5月28日よりJICAの

無償資金協力「野口記念医学研究所改善計画」のフォローア

ップ事業にてBSL-3施設の修繕が日本からの派遣団により実

施され、再び使用可能になった。現時点で冷却装置の不具合

があるが、運転できる状況である。 

・ NMIMR寄生虫学部門にてCO2インキュベーター、FACS及び蛍

光顕微鏡の設置をすべて完了し、プロジェクト研究活動に活

用されている。 
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3-2.研究課題ごとの標準操作手

順書（SOP）を整備する。 

・ 野口毒性学部門：毒性確認試験のためのSOPは長崎国際大学に

よる技術移転により整備されている。 

・ CSRPMで粗抽出物調製、各分画エキス調製を行うためのSOP

は、長崎国際大からの技術移転により整備されている。今後

はCSRPMの研究環境に適した、化合物の分離精製のための

SOP整備を2012年度終了時までに行う計画である。 

・ NMIMRウイルス学部門では、実験を行うための技術及び知識

は既に移転してあり、標準操作手順書を作成した。 

・ NMIMR寄生虫学部門にてAlamar blueを用いたスクリーニン

グ、FACSを使ったアポトシスアッセイ及び、細胞周期アッセ

イ、蛍光顕微鏡を使った表現系解析のための蛍光免疫染色と

その検出方法のSOPを作成している。 

3-3.研究の進捗、成果、安全管理

について協議するための研

究グループミーティングを4

カ月ごとに招集する。 

・ プロジェクト開始当初から、毎月最終火曜日にNMIMR各分

野、及びCSRPM関係者約20名が参加し、互いの進捗を共有し

議論する場として、月例ミーティングを開催。各分野であら

かじめ作成されたスライドを用いその月の進捗を報告、活発

な議論がなされている。すべてのスライド資料と全員の承認

を得た議事録を保存している。 

3-4.研究グループリーダーはプ

ロジェクトコーディネータ

ーを介して月例研究進捗報

告書をプロジェクトダイレ

クター及びチーフアドバイ

ザーへ提出する。 

・ 毎月5日に前月1カ月分の進捗をすべての生データとともに提

出。リポート作成にあたっては、まず実験を遂行するリサー

チアシスタント（RAs）から生データと解析データの提出がグ

ループ内であり、部長、専門家及びリサーチフェロー（RFs）

で共有したのち、修正加筆等を加え、代表者がプロジェクト

業務調整員（JICA専門家）を経由して主任研究者（PIs）全員

に提出されている。 

3-5.研究運営年間計画書を作成

する。 

・ チーフアドバイザー（JICA専門家）とプロジェクトダイレク

ター及びマネジャーの間で年間計画の協議、原案作成が行わ

れ、JCCにおいて進捗を踏まえた今後の計画が議論され、承認

を得ている。 

 

 （2）成果の達成 

1）成果1 

潜伏感染T細胞中のHIV-1プロウイルスの発現を誘導する活性が、植物A由来3量体以上の

物質（総称）Aにあることを見出した。一部の活性分画や化合物に対しては作用機序の解析

が開始されている。中間レビュー調査移行は、これらの化合物の臨床現場での実際の使用

法などを厳密に試験することが求められる。 

HIV-1に対する複製抑制効果または抑制性宿主因子発現活性化効果を有する化合物のス

クリーニングに関して、BSL-3実験室の故障や培養細胞の不具合により粗抽出物のスクリー

ニングが遅れていたため、これまでに有効性の期待できる化合物は得られていない。しか

しながら、これらの問題は中間レビュー時点でおおむね解決されることが期待されること

から、プロジェクト期間終了までに予定されるスクリーニングは終了できることが見込ま

れている。 

成果1の指標の達成度を以下に示す。 
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【成果1】 

ガーナ原産生薬抽出物から新規物質が同定され、安全性、抗HIV活性及び構造活性相関が解明さ

れる。 

指 標 達成度 

1-1.2012年までに抗HIV-1活性

を有する新規化合物が少な

くとも1つ同定される。 

・ 中間レビュー調査までに慢性感染細胞の潜在HIV-1プロウイ

ルスを再活性化する物質（総称）Aが見つかっている。これ

らの物質に関しては、プロジェクト後半でより詳細な有効性

評価、毒性評価が進められる予定である。 

1-2.2014年までに少なくとも1

つの抗HIV-1活性を有する

新規化合物の作用機序及び

構造活性相関が解析され

る。 

・ 慢性感染細胞の潜在HIV-1プロウイルスを再活性化する作用

機序としては、転写因子NF-kappaBの関与が考えられること

を見出した。効果のある化合物の構造決定は一部行われてい

る。 

 

2）成果2 

中間レビュー調査時点で、日本原産薬用植物より2種の抗トリパノソーマ活性を示す化合

物がリファレンス化合物として同定された。また、8種のガーナ産植物粗抽出物が強い抗ト

リパノソーマ活性を示し、うち2種は分画操作で活性画分の分離に成功した。そのうち1種

についてはα-tubulin発現抑制を介して鞭毛形成を阻害しており、作用機序としてアポトシ

ス（プログラム細胞死）を誘発していることが示唆された。このように、抗トリパノソー

マ活性物質の探索に関する研究は予想以上に進捗しており、プロジェクト期間終了までに

最終候補物質が決定される見込は高い。今後は、活性画分からの有効成分精製を更に進め

るとともに、残り4種の祖抽出物からの分画精製を進め、有効性評価や毒性評価、構造活性

相関、作用機序解析を進めていく予定である。 

他方、抗トリパノソーマ活性を有する粗抽出物については、粗抽出物の段階で製品開発

していくことを視野に入れ、NMIMRで動物実験が開始されている。「生薬」としての開発

であればガーナでは臨床試験や登録が簡便化できるため、ガーナ原産薬用植物由来粗抽出

物も含め、生薬開発としての研究活動もより一層活性化されることが見込まれる。 

成果2の指標の達成度を以下に示す。 

【成果2】 

ガーナ原産生薬抽出物から新規物質が同定され、安全性、抗トリパノソーマ活性及び構造活性相

関が解明される。 

指 標 達成度 

2-1.2012年までに抗トリパノソ

ーマ活性を有する新規化合

物が少なくとも1つ同定さ

れる。 

・ 日本原産薬用植物より陽性対象より強力な抗トリパノソー

マ活性を示す成分2種がリファレンス化合物として同定され

た。ガーナ産では8種の活性を示す粗抽出物から4種について

分画サンプルが得られ、そのうち2つについて現在長崎国際

大学にて活性成分の精製が行われている。 

2-2.2014年までに少なくとも1

つの抗トリパノソーマ活性

を有する新規化合物の作用

機序及び構造活性相関が解

析される。 

・ 日本原産薬用植物候補から強力な抗トリパノソーマ活性を

検出したので、活性成分の主要成分と思われる 7つの

diarylheptanoid類をNIUにて精製後、主要成分である2種の成

分で陽性対象を上回る活性を見いだした。構造活性相関分析

では、抗トリパノソーマ活性に重要な構造が示唆されてい

る。これら日本原産薬用植物から得られた2種の化合物は、

リファレンス化合物として認識されるものである。 
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3）成果3 

プロジェクト開始当初は研究機器や付属品、試薬、消耗品等の調達に一定の時間がかか

ったが、中間レビュー時点では現在必要な実験室環境はおおむね整備されている。また、

SOPはNMIMR、CSRPMの各研究グループで必要な実験系に対しておおむね整備されており、

実験操作はSOPに規定された方法を遵守して実施されている。 

NMIMRで月例会議が開催されており、各研究グループから研究の進捗、成果が報告され

ている。これに加え、各研究グループはPIに月例報告書を提出しており、定期的な進捗確認

がなされている。他方、研究内容の機密性保持の観点から、部位を含む植物名や化合物名

は使用せず、暗号化されている。また、月例会議では各研究グループがスライドを用いて

研究成果の発表がなされているが、発表スライドの共有は図られていない。機密保持の観

点からNMIMRとCSRPMで別々のコード番号を使用することは必要であるが、同一コード番

号が使用されているNMIMR内の研究グループ間の情報共有には配慮が必要と考えられる。 

成果3の指標の達成度を以下に示す。 

【成果3】 

ガーナ原産生薬由来抗ウイルス及び抗寄生虫活性物質に関する研究実施体制が整備される。 

指 標 達成度 

3-1.研究課題ごとのSOPが整備

される。 

・ NMIMR毒性学部門、ウイルス学部門、寄生虫学部門、並び

にCSRPMにおいて、有効性評価や毒性評価、粗抽出物/分画

エキス調整など、現在稼働している実験系のSOPは東京医科

歯科大学及び長崎国際大学の支援によっておおむね整備さ

れている。 

・ SOPに規定される実験操作技術はJICA専門家の指導のもと

でガーナ側研究者に技術移転がなされており、すべての実験

操作はSOPを遵守して行われている。 

3-2.作業部会が組織され、4カ月

ごと研究の進捗、成果、安

全管理について協議され

る。 

・ プロジェクト開始当初より、毎月最終火曜日にNMIMR各分

野、及びCSRPM関係者約20名が参加し、互いの進捗を共有

し議論する場として、月例ミーティングを開催。各分野であ

らかじめ作成されたスライドを用いその月の進捗を報告、活

発な議論がなされている。すべてのスライド資料と全員の承

認を得た議事録を保存している。 

3-3.研究グループリーダーによ

る研究進捗報告書が作成さ

れる。 

・ 毎月5日に前月1カ月分の進捗をすべての生データとともに

提出。リポート作成にあたっては、まず実験を遂行するガー

ナ側研究者から生データと解析データの提出がグループ内

であり、部長、専門家及びRFsで共有したのち、修正加筆等

を加え、代表者がプロジェクト業務調整員（JICA専門家）

を経由してPIに提出されている。 

3-4.研究運営年間計画書が作成

される。 

・ チーフアドバイザー（JICA専門家）とプロジェクトダイレ

クター及びマネジャーの間で年間計画の協議、原案作成が行

われ、JCCにおいて進捗を踏まえた今後の計画が議論され、

承認を得ている。 

 

 （3）プロジェクト目標の達成度 

中間レビュー時点において、前臨床試験候補は決定していない。スクリーニングと同定と

いう研究目的の特性からプロジェクト期間終了までに指標である前臨床試験に供するだけの

候補化合物の同定が保証されるわけではないものの、期待される化合物の絞り込みは特に抗



 

－15－ 

トリパノソーマ活性を有する化合物の検索で順調に進捗している。 

月例会議や月例報告書を通してリサーチフェロー（Research Fellow：RF）の能力強化が図

られている。 

プロジェクト目標の指標の達成度を以下に示す。 

【プロジェクト目標】 

共同研究を通じてガーナ研究機関のガーナ原産生薬由来抗ウイルス及び抗寄生虫活性物質に関

する研究開発能力が向上する。 

指 標 達成度 

1.少なくとも1つ、前臨床試験へ

の抗HIV薬候補化合物が決定

される。 

・ 達成されていない。 

2.少なくとも1つ、前臨床試験へ

の抗寄生虫薬候補化合物が決

定される。 

・ 達成されていない。 

 

３－３ 実施プロセスの検証 

 （1）プロジェクトマネジメントと関係者間のコミュニケーション 

研究活動は、月例会議、月例報告、毎年のScientific Meeting、JCC及び日常的な電子メール

のやり取りなどにより、確認及び管理されている。しかしながら、以下の4章の4.3で述べるよ

うな課題は存在する。 

 

 （2）オーナーシップ及び自立性 

管理職レベルにあるガーナ側研究者も、ガーナにおける重要感染症であるHIVやトリパノソ

ーマ症に関する研究活動の推進に意欲的であり、オーナーシップも確認されている。しかし

ながら、ガーナ側カウンターパート機関の研究機関として自立性をより強化するために、具

体的な組織強化のあり方についてガーナ側、日本側研究機関間で協議されることが望まれる。 
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第４章 評価結果 
 

４－１ 妥当性 

以下に示す理由から、プロジェクトの妥当性は中間レビュー調査時点でも高く維持されている。 

 

 （1）ガーナにおける保健政策及びターゲットグループのニーズ、日本の援助方針とプロジェク

ト目標の一致性 

2008年12月に実施された事前評価で確認されたガーナの保健政策及びターゲットグループ

のニーズ、日本の援助政策とプロジェクト目標の一致性に関して、本事業の妥当性を損ねる

ような政策の変更やニーズの変化等は認められず、その一致性は中間レビュー時点において

も維持されている。 

 

 （2）実施方法の適切性 

1）本事業で対象とする感染性疾患に対してガーナ原産薬用植物由来の医薬品開発を行うこ

との論理的根拠 

先進諸国で開発した医薬品はガーナ国民にとっては非常に高価で、薬用植物を用いた医

薬品開発や生薬などの伝統治療に科学的根拠を与えることはガーナ政府にとって優先性の

高い目標になっている。そのような状況の下、ガーナと日本の研究機関が協力して両国固

有の植物から薬効成分の探索・同定を行うことの意義は大きいと考えられる。実際に、比

較的大きな規模で薬用植物の薬効に対する科学的調査が行われたのはガーナで初めてであ

る。 

2）リサーチアシスタント（Research Assistant：RA）が中心となって進められている研究（実

験）のあり方について 

NMIMRでは研究に携わる人材の7割以上がRAであり、実験実施の主体となっている。RF

やシニアRFはおのおのが抱える研究事業の監督や最終的な取りまとめを行っている。

NMIMRで直接雇用されているRAは所属する部門が抱える他のプロジェクトに割り当てら

れており、本プロジェクトに対して十分な義務を果たすことは困難であり、CSRPMでも同

様の状況が存在していた。この状況を改善するためにプロジェクトはRAを2010年9月から10

月にかけて雇用（正式な所属はガーナ側研究機関）した。 

このようなガーナ側研究機関の研究実施体制のなかで本プロジェクトの研究活動を進め

るにあたり、RAをプロジェクト雇用として採用することは避けられない状況であった。ガ

ーナ側研究機関は将来のRFとして若手研究者育成を重視しており、RAなどの若手研究者に

対する研究室内の実験技術やデータ収集・解析、一次レベルのデータの解釈や科学的考察

を行えるような技術移転を本プロジェクト内で行うことが求められている。このような状

況を踏まえ、現時点においてプロジェクト雇用RAが中心となって実験が進められる体制は、

現研究活動の円滑な実施には必要である。 

3）ジェンダーや民族、社会的階層、環境等に対する配慮 

本事業では感染性病原体を取り扱うため、人体や環境への影響が危惧されるが、実験操

作は各施設のバイオセーフティ規制に基づいて実施されている。また、実験操作について

も、本事業を通じて整備されたSOPに基づいて実施されることとされており、人体または環
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境への安全配慮が適切になされている。 

ガーナ原産薬用植物を用いた伝統療法の知識保有者に対する知的財産権保護に関する取

り扱いは、ガーナ側政府担当者と協議のうえで、日本側、ガーナ側研究代表機関との間で

取り交わされた覚書（MOU）で規定されている。 

 

４－２ 有効性 

以下の理由から、中間レビュー時点でのプロジェクトの有効性はおおむね高いと考えられる。 

 

 （1）プロジェクト目標の達成見込み 

実験操作技術やデータ収集・解析、1次レベルのデータ解釈・科学的考察はガーナ側研究者

が中心となって行われており、日本の研究者の助言に従って現地滞在のJICA専門家によって

技術指導が日常的に実施されている。抗HIV活性を示す化合物のスクリーニングは当初の予定

よりも遅れているが、必要な実験操作技術はJICA専門家により適切に指導されている。抗ト

リパノソーマ活性物質検索については、計画された研究活動は順調に進捗しており、必要な

実験技術も移転されている。これとは別に、「生薬」としての製品開発も念頭に、既に動物実

験も開始されている。他方、プロジェクト開始当初はCSRPMでの粗抽出物の調整スピードが

遅くNMIMRでのバイオアッセイ実施に影響を及ぼしていたが、長崎国際大学からの短期専門

家派遣の際に詳細な条件検討を行った結果、現在は安定的なサンプル提供が可能となってい

る。また、長崎国際大学からのJICA専門家が派遣されて以降、NMIMR毒性学部門では安定的

な分析が行われている。 

「3.2プロジェクトの実績」でも述べたとおり、対象病原体や研究グループに進捗の差が認

められるものの、プロジェクトの研究活動はPOにしたがっておおむね順調に進捗しており、

中間レビュー調査時点での研究成果としてはおおむね妥当であると考えられる。とはいえ、

スクリーニングと新規機能物質の同定という研究目的の特性から、プロジェクト期間終了ま

でに前臨床試験に供するだけの有効性と安全性（忍容性）を備えた候補化合物の同定が保証

されるわけではない。 

このように、学術的観点からの本事業の有効性は中間レビュー調査時に確認されたが、人

材育成や組織能力強化の観点からも、これらの研究実施や本邦研修を通じて研究者は多くの

知識、技能を獲得しており、それに伴って必要な研究機器も整備されたことから、期間内に

プロジェクト目標が達成される見込みは一定程度あるものと考えられる。 

 

 （2）成果及びプロジェクト目標達成のための外部条件 

1）成果達成のための外部条件「指導を受けたカウンターパートがプロジェクト成果達成に

影響を及ぼすほど離職しない。」の現状 

中間レビュー調査時までにカウンターパートとしての研究者に若干の異動・離職があっ

たが、成果達成に大きな影響は認められていない。移転された技術や知識は、有効に研究

活動に活用されている。ただし、中間レビュー調査直前の2012年8月1日にプロジェクトダ

イレクターであるNMIMR所長が交代している。同所長からは本プロジェクトへのガーナ側

研究機関の継続したコミットメントが表明されている。 
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2）プロジェクト目標達成のための外部条件「ガーナ側が必要な予算を分配する。」の現状 

PDMに示されているガーナ側からの予算措置は期待された程度適切に実施された。しか

しながら、ガーナ政府のスタッフ雇用に係る制限により本プロジェクトで実施する実験に

十分な時間を割けるガーナ側研究者の確保が困難であったため、プロジェクト開始当初は

研究活動の円滑な実施に影響があった。そのため、プロジェクト雇用のRAを配置した。 

 

 （3）有効性への促進要因 

プロジェクトによりRAが雇用され、JST支援により本邦での技術研修が行われて以降、ガー

ナ側研究機関での研究活動が大きく進展した。 

 

 （4）有効性に対する阻害要因 

CSRPMでは水道水の施設全体への供給に問題が生じており、実験に必要な純水の確保が困

難であった。これまでは、CSRPMが水道水を外部より購入することで対応されてきた。また、

CSRPMでは頻繁に起こる停電や電圧変動により機器への障害が危惧されている。研究機器は

無停電装置や電圧安定装置により守られているが、特に電圧安定装置が頻繁に壊れる状況で

ある。したがって、プロジェクト期間終了まで本プロジェクトが安定装置を購入し続ける間

に、ガーナ側はCSRPM施設全体の電力・電圧制御システム改善に必要な対策の検討を開始す

ることが求められる。 

 

４－３ 効率性 

予期しない外部要因により研究活動の円滑な実施に負の影響が生じたが、プロジェクトは中間

レビュー調査まである程度効率的に実施された。 

 

 （1）プロジェクト活動の進捗管理 

成果3に規定されるプロジェクト活動に従い、月例会議や各研究グループに課せられる毎月

の進捗報告書提出、年1回のScientific Meetingなどを通じた研究の進捗管理は適切に実施され

ている。また、プロジェクト全体のモニタリングは年1回のJCCで行われており、日常的なプ

ロジェクト運営は現地滞在のActing Leader（JICA専門家）やe-mailを通じて行われていること

から、共同研究事業並びにJICA技術協力プロジェクトとしての両面での運営管理はおおむね

適切と考えられる。他方、本プロジェクトの研究課題であるHIV及びトリパノソーマ、毒性に

係る研究は独立性が高く、必ずしも高頻度なコミュニケーションを要するものではない。し

かしながら、JICA専門家の事務スペースは独立していることもあり、より良好な現地専門家

のコミュニケーションのためには週1回程度でもミーティング機会を設けることが望ましい。 

このように、プロジェクト運営管理及び関係機関間のコミュニケーションは中間レビュー

までの間、おおむね良好に維持されているといえる。しかしながら、日本側主任研究者

（Principal Investigator：PI）や他の日本人研究者のガーナ渡航が限定的ななかで今後よりガー

ナ側研究機関の組織としての能力強化を図るために、より効果的、効率的な技術移転、技術

交換が計画されることが望ましい。また、プロジェクト期間の後半でより効果的にガーナ側

研究機関の組織能力強化を実現するために、日本側研究機関も可能な限りガーナに専門家を

派遣し、直接的なコミュニケーションを促進することが望まれる。 
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 （2）提供された機器及び材料の有効利用 

中間レビュー調査までに、予定された研究機器の整備はおおむね終了している。供与され

た研究機器の多くは研究活動実施に有効に利用されているが、CSRPMに設置された幾つかの

研究関連機器（HPLCシステム及び浄水装置）が不具合や外部要因により使用できない状況と

なっている。 

 

 （3）本邦研修で獲得した知識・技能の有効利用 

本事業では、中間レビュー調査までに各研究グループより延べ6名のガーナ人研究者

（NMIMRよりRF 3名と常勤RA 2名、CSRPMからChief Technologist 1名）が本邦研修に派遣さ

れた。各研究課題に関する研究活動実施に必要な多くの技術を獲得し、帰国後に研究室内で

同僚に技術移転している。したがって、本邦研修はガーナ研究機関における研究活動の推進

に貢献していることが認められる。 

 

 （4）外部リソースとの連携 

研究事業における情報の機密性や知的財産の観点から、通常の技術協力プロジェクトと異

なり、形式的でない外部リソースとの連携は行われない。しかしながら、本プロジェクトは

「感染症研究国際ネットワーク推進プログラム（J-GRID）」の東京医科歯科大学ガーナ拠点と、

適宜情報共有や研究機器の貸し借りなどが行われている。 

 

 （5）効率性に対する促進要因 

中間レビュー調査時点で、効率性を促進した要因は特に観察されていない。 

 

 （6）効率性に対する阻害要因 

プロジェクトの開始当初、実際の調達準備は業務調整員がガーナ着任後にただちに開始さ

れたが、プロジェクトで実施する研究活動を行うのに必要な研究機器等の調達に想定以上の

時間を要し、ガーナでの研究活動の円滑な導入に負の影響を及ぼす結果となっている。また、

上述したようなガーナ側研究施設設備の問題や供与機材の不具合、培養細胞のコンディショ

ン不良も効率的な研究活動の実施に影響を及ぼしている。 

 

４－４ インパクト 

プロジェクトの実施によって、以下に示す正負のインパクトが確認または期待されている。 

 

 （1）上位目標達成の可能性 

SATREPSではPDMの上位目標の設定が必須とされていないが、将来の社会実装を強く意識

した事業であることから、プロジェクト期間終了後、本プロジェクトで有効性、安全性が示

された化合物の前臨床試験がガーナで実施される見込みはあるか否かを想定される上位目標

として設定し、本項で論じることとする。 

前臨床試験実施施設はGLP適合施設としての適格性認定を受ける必要があるが、前臨床試験

実施のためにNMIMRが施設認定を受ける取り組みを行うことは現実的ではない。また、GLP

（Good Laboratory Practice）を遵守した前臨床試験の実施には専門的なノウハウが必要である
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ため、本事業では将来の前臨床試験の実施を製薬企業のもと実施されるものと想定されてい

る。 

本プロジェクトの活動は中間レビュー調査時点ではおおむね妥当な範囲で進捗が得られて

おり、HIV研究、トリパノソーマ研究のそれぞれで可能性がある粗抽出物や分画エキスが得ら

れ、一部は化合物が特定されている。しかしながら、現時点で活性が認められる粗抽出物や

分画エキスの精製を進めると活性が減少もしくは消失する可能性もある。また、スクリーニ

ングと同定という研究目的の特性からプロジェクト期間終了までに指標である前臨床試験に

供するだけの候補化合物の同定が保証されるわけではないため、現時点で本プロジェクトを

通して得られた化合物が、前臨床試験に供される可能性を予測することは困難である。 

他方、両研究テーマとも、有効性及び毒性評価は培養細胞を用いたin vitroの実験系で行わ

れている。しかしながら、将来の前臨床試験実施をめざすには単一の評価系ではなく、他の

培養系や動物実験などでより詳細な検討が必要となり、前臨床試験で重要な安全性評価にはin 

vitroの毒性試験だけでなく、実験動物を用いたin vivo評価の実施が必須である。特にトリパノ

ソーマ研究については有効性の期待される粗抽出物の生薬としての製品開発が通常の研究活

動と並行して開始されているが、本件についてもより慎重な有効性、安全性評価がなされる

ことが望ましいと考えられる。これに関連して、各研究課題についてこれまでの進捗や成果

の創出状況を十分に考慮に入れたうえで、どのような質をもった化合物を最終候補物質とす

るのか、言い換えれば、本プロジェクトの枠組みのなかでどこまで研究が進めば是とするの

かについて、中間レビュー調査以降できるだけ早い段階で明確に示すとともに、研究機関間

で共通認識を得ておく必要がある。また、プロジェクトは既存の治療製剤と同等もしくはそ

れらを上回る有効性、新規性を有する化合物の同定をめざすことが求められる。製品化が期

待できる化合物が得られた場合は、特許出願も適切に行われる必要がある。 

 

 （2）その他の正のインパクト 

1）若手研究者育成 

プロジェクトではRAなどの若手研究者に対し、実験操作やデータの解析や解釈について

指導を行っていることから、教育学的観点からも、将来的なRF養成に関して正のインパク

トが見込まれる。同時に、共同研究での技術交流を通して、現地滞在の日本人若手研究者

（JICA専門家）の能力強化への貢献も期待される。 

2）抗トリパノソーマ活性を有する粗抽出物の「生薬」としての開発 

より詳細な有効性、安全性評価の実施は必須であるが、通常の薬効成分の単離精製に並

行して、抗トリパノソーマ活性を有する粗抽出物の生薬としての開発に向けた動物実験が

開始されている。これが実現すれば、ガーナ原産薬用植物に科学的根拠を与えるとともに、

ガーナ国民への裨益も期待できる。 

 

 （3）その他の負のインパクト 

本事業の実施に起因する負のインパクトは、中間レビュー調査時において確認されていな

い。 
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４－５ 持続性 

プロジェクトによって生み出された便益の自立発展、自己展開は中間レビュー調査時点におい

て一定程度見込まれる。 

 

 （1）政策的、制度的側面 

妥当性の項でも示したとおり、ガーナにおける薬用植物を用いた医薬品開発や伝統的な生

薬治療へのエビデンス獲得に対する政策的重要性は維持されており、本事業終了後も継続す

ることが見込まれる。 

他方、本事業では将来の医薬品開発を強く念頭に置いた活動を展開しており、本事業終了

後の前臨床試験や臨床試験、市販後調査はガーナ薬事法もしくは関連する規制を遵守して実

施されることになるため、ガーナ保健省食品医薬品局などの関係機関のアドバイスを得なが

ら、法令コンプライアンスを含む医薬品承認プロセスを適切に行っていく必要がある。 

 

 （2）財政的側面 

医薬品開発には莫大な時間と費用を要する。医薬品としての承認を得るには非（前）臨床

試験の実施基準（Good Laboratory Practice：GLP）、医薬品の臨床試験の実施基準（Good Clinical 

Practice：GCP）に準拠して医薬品試験が適切に実施されなければならない。このため、本事

業の実施機関単独で開発を進めることは財政的にも技術的にも困難である。本事業では製薬

企業のもと開発を進めることを想定しており、また、必須であるとも考えられることから、

プロジェクトは期間終了までにプロジェクト終了後の医薬品開発の具体的な道筋について、

検討しておく必要がある。 

 

 （3）技術的側面 

本プロジェクトを通じて薬用植物からの薬効成分抽出・精製や培養細胞を用いた有効性、

毒性評価など多くの技術が移転されることが見込まれている。また、本プロジェクトを通じ

て多くの研究機材が整備されたことから、ある程度確立された技術に関しては技術的持続性

が一定程度得られるものと見込まれる。しかしながら、プロジェクト期間終了までに将来の

前臨床試験を念頭に置いた必要十分なデータがそろえられるよう、研究課題ごとに有効性、

安全性に係る評価に関して、実験条件を含む試験内容、到達目標について具体的な検討を開

始することが求められる。 

 

 （4）総合的持続性 

中間レビュー調査時点では本事業の持続性を正確に推測することは困難であるが、以上に

示した理由により、プロジェクト期間終了までに本事業の持続性が担保されることは一定程

度見込まれる。 

 

４－６ 結論 

投入の遅れや施設の問題、また抗ウイルスと抗寄生虫の研究活動の間で進捗の差が見られるも

のの、プロジェクト全体としてのこれまでの進捗は適切である。対象とする薬用植物は採集され、

基本的な人員、機器類も配置されてきている。研究グループ間の進捗の差があるものの、必要な
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研修が行われ、ほぼすべての薬用植物について分析が開始されている。その結果、それぞれの研

究課題において、幾つかの前臨床試験候補となる可能性がある化合物や抽出物が見つかっている。 

 



 

－23－ 

第５章 科学技術的視点からの評価（JST評価委員会による評価結果） 
 

 （1）研究課題名 

ガーナ由来薬用植物による抗ウイルス及び抗寄生虫活性候補物質の研究（2010年4月～2015

年3月） 

 

 （2）研究代表者 

日本側研究代表者：山岡 昇司（東京医科歯科大学・大学院医歯学総合研究科 教授） 

相手側研究代表者：Kwadwo A. Koram（ガーナ大学・野口記念医学研究所所長） 

 

 （3）研究概要 

ガーナに自生し感染症治療に用いられているハーブの有効成分の解析、抗ウイルス・寄生

虫活性を有するハーブのアッセイ系確立と機序解析などを行い、新規・効率的治療法の開発

に貢献することを目的とする。 

具体的には、抗ウイルス・寄生虫活性を指標とするハーブのスクリーニングに用いるアッ

セイ系の改良と確立、ハーブの作用機序及び有効成分の構造活性相関の解析を行う。この研

究をとおして感染症治療に有効と考えられるハーブ成分を科学的に解析するための人材を育

成し、ガーナの実情に即した持続可能な治療戦略の確立をめざす。 

研究機関 

日本側：東京医科歯科大学、長崎国際大学 

ガーナ側：ガーナ大学・野口記念医学研究所（NMIMR）、生薬科学研究センター（CSRPM） 

 

 （4）評価結果 

総合評価（B：所期の計画以下の取り組みであるが、一部で当初計画と同等またはそれ以上

の取り組みもみられる） 

 

本プロジェクトの中間評価までの活動状況として、ガーナの薬草から抗HIV、抗トリパノソ

ーマ物質を探索する基盤体制は構築されつつある。しかしながら、得られた活性化合物を用

いて、プロジェクト目標である前臨床候補を絞り込む研究計画がいまだに明確でない。また、

ガーナ－日本間の研究者のコミュニケーションが不足しており、特に、日本人研究リーダー

のガーナ現地での取り組みが十分とはいいがたい。これらの理由から「B」評価とした。 

今後は国際共同研究として成果を得るためには、格段の情熱をもって取り組む必要があり、

そのことをプロジェクト関係者に強く要望する。 

 

1）国際共同研究の進捗状況について 

HIV-1に対する活性物質のスクリーニングは複製抑制効果、HIV-1潜伏感染T細胞中のプロ

ウイルスの発現を誘導する活性、及び抑制性宿主因子発現活性化効果を有する化合物を対

象に実施されている。 

そのなかで、潜伏感染T細胞中のHIV-1プロウイルスの発現を誘導する活性成分を、1種類

の植物から見出した。一部の活性分画や化合物に対しては作用機序の解析が開始されてい
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る。しかし、有効性を判定する方法が未確定であり、今後は、この物質の使用方法等の厳

密な試験が求められる。 

複製抑制効果または抑制性宿主因子発現活性化効果を有する化合物のスクリーニングは

BSL-3実験室の故障や培養細胞の不具合により、スクリーニングが遅れたため、これまでに

有効性の期待できる化合物は得られていない。しかしながら、計画されるスクリーニング

はプロジェクト期間中に終了できることが見込まれている。今後、スクリーニングから見

出される活性化合物について、HIV virionを用いた試験など高次評価法を明確に計画（戦略）

する必要がある。 

植物粗抽出物からの抗トリパノソーマ活性物質スクリーニングに関しては、日本で実施

した探索実験で、日本原産薬用植物より2種の抗トリパノソーマ活性を示す化合物が同定さ

れた。ガーナでのスクリーニングにおける活性評価の標準物質として利用し、マウスを用

いた試験的な評価実験が実施された。 

また、8種のガーナ産植物粗抽出物が抗トリパノソーマ活性を示し、うち2種は分画操作

で活性を示す画分を見出している。そのうち1種については抗トリパノソーマ活性の作用機

構が検討され、粗抽出物での試験ではあるが、α-tubulin発現抑制、アポトシスを誘発して

いることが示唆された。 

このように、抗トリパノソーマ活性物質の探索に関する研究は一定の成果を得ており、

プロジェクト期間終了までに最終候補物質が得られることが期待される。今後は、活性画

分からの有効成分精製を更に進めるとともに、残りの抽出物からの分画精製を進め、有効

性評価や毒性評価、構造活性相関、作用機序解析を進めることを期待する。 

さらに、プロジェクト目標である前臨床候補を絞り込むためには、活性物質の作用機構

の解明が重要であり、それらに向けた研究計画を早急に整備する必要がある。 

一方、抗トリパノソーマ活性を有する抽出物について、粗抽出物の段階で「生薬」とし

て製品開発していくことを視野に入れ、ガーナにおいて社会実装を検討していく計画が提

案されている。「生薬」としての開発であればガーナでは臨床試験や登録が簡便化が可能で

ある。しかしながら、本プロジェクトの目標はあくまでも製剤開発であるので、今後の研

究計画（戦略）を両国間で十分協議して進める必要がある。 

細胞を用いた毒性試験について、当初細胞の培養が一定せず、試験結果に再現性の低さ

が見られた。しかし、2011年より長崎国際大学がガーナでの研究をサポートする体制とな

り、SOP等を見直した後、実験結果が安定するとともに、非常に精力的に研究を実施する体

制となった。また、これまでの実験は一種類の細胞での試験であったが、新たな細胞種の

導入も検討している。 

生薬科学研究センターの植物抽出物作製及び活性候補の分画・精製に関しては、当初は

機器、設備等の不調もあり、実験作業が遅れる状況もあったが、現時点では、粗抽出物を

毎月コンスタントに10サンプル作製するなど問題なく機能しつつある（停電、水道不備な

どはあるが）。現在、高速液体クロマトグラフィー（High Performance Liquid Chromatography：

HPLC）（分析＆分取）の導入を進めており、活性物質の精製がさらに加速化することが期

待される。粗抽出物のスクリーニング終了後の本プロジェクト後半では、活性物質の分画、

精製がさらに重要な要素となる。研究体制の見直しも含めた強化を期待したい。化学分野

の若手研究者が感染症分野の国際プロジェクトに参画し、成果を上げつつあることは意義
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が大きい。 

研究組織内の情報交換に関しては、各グループが参加する月例会議が開催され、各研究

グループが研究の進捗、成果を報告し、さらに、各研究グループは各研究機関のトップに

月例報告書を提出している。他方、研究内容の機密性保持の観点から、植物名や化合物名

は使用せず、暗号化されている。また、月例会議では各研究グループがスライドを用いて

研究成果の発表がなされているが、発表スライドの共有は図られていないなど問題も見受

けられる。さらに、日本国内で実施されている研究結果のガーナ側への共有が十分になさ

れていないなどの問題もあり、研究組織全体のコミュニケーションを強化することが必要

である。 

そのためにも、ウイルス部門、原虫部門の日本人研究リーダーがガーナ現地への渡航を

増やすことを要望する。さらに、日本人若手研究員のガーナ派遣を増やすなど、本気でガ

ーナ側と研究を推進する体制の構築を要望したい。 

研究成果の発表については、論文誌への発表は無く、国内の学会で口頭発表5件のみであ

る。今後、発表に値する研究成果が得られ、特許出願も含めて、論文誌、学会等で発表し

ていくことが望まれる。 

 

2）国際共同研究の実施体制について 

プロジェクト運営管理及び関係機関間のコミュニケーションの強化が必要である。各グ

ループが参加する月例会議で、各研究グループが研究の進捗、成果を報告しており、さら

に、各研究グループは月例報告書を提出し、定期的な進捗確認がなされている。一方、研

究内容の機密性保持の観点から、植物名や化合物名は使用せず、暗号化されており、さら

に、月例会議では各研究グループがスライドを用いて研究成果の発表がなされているが、

発表スライドの共有は図られていない。機密保持の観点からコード番号を使用することは

必要であるが、スクリーニング全体の効率的運用のためには実験結果の共有化が必要であ

る。両国間の研究リーダーが、十分協議して、報告書、月例会の体制を見直すべきである。 

また、日本国内で実施されている研究結果等がガーナ側へ十分共有されていないなどの

問題もあり、研究組織全体のコミュニケーションを強化・効率化することが必要である。 

さらに、日本人研究リーダー及び長期滞在者以外の若手日本人研究者のガーナ渡航が限

定的ななかで今後よりガーナ側研究機関の組織としての能力強化を図るために、より効果

的、効率的な技術移転、技術交換が計画される必要がある。また、プロジェクト期間の後

半でより効果的にガーナ側研究機関の組織能力強化を実現するために、日本側研究機関も

可能な限りガーナに専門家を派遣し、直接的なコミュニケーション（Face to Face）を促進

することが望まれる。そのために、日本人研究リーダーのガーナ現地への出張回数を増や

す、及び、日本人若手研究員のガーナ派遣を増やすなど、コミュニケーションを強化のた

めの研究計画の見直しが必要である。 

一方、ガーナ側研究機関は、リサーチアシスタント（RA）のような若手研究者に対する

実験技術やデータ収集・解析、科学的考察を行えるような技術移転を本プロジェクト内で

行うことを求めている。このような状況を踏まえ、現時点においてRAのような若手研究者

に基礎的な実験操作を中心とする育成が行われつつある。長期的視点でガーナ側研究機関

の能力強化に貢献するものと期待される。しかしながら、ガーナ研究レベルの底上げ強化
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のため、今後は日本側研究機関からのガーナへの専門家派遣を活発化し、研究計画の立案、

運営など、より高度な研究者育成に取り組むことを期待する。 

また、プロジェクト開始当初は研究機器や付属品、試薬、消耗品等の調達に時間を要し

たが、現時点では必要な実験環境はおおむね整備されている。また、SOPはNMIMR、CSRPM

で必要な実験系に対しておおむね整備されており、実験操作はSOPに規定された方法を遵守

して実施している。 

 

3）科学技術の発展と今後の研究について 

本プロジェクトの上位目標としては、薬用植物から得られた有効物質を用いて、将来、

前臨床試験等を製薬企業等のもと実施されることが考えられる。本プロジェクトは現時点

で、薬草成分のスクリーニング体制がある程度構築され、HIV研究、トリパノソーマ研究で

可能性がある粗抽出物や精製分画が得られている。しかしながら、スクリーニングという

研究の特性からプロジェクト期間終了までに前臨床試験に供される可能性を予測すること

は困難である。 

一方、毒性評価は培養細胞を用いたin vitroの実験系で行われている。しかしながら、将

来の前臨床試験実施をめざすには、他の毒性試験及び動物実験などでより詳細な検討が必

要であり、さらに、活性の有効性についてもより高次の評価試験の実施が必要である。新

たな協力機関の参画を検討するなど、目標に到達するための研究計画の検討が必要である。 

これに関連して、各研究課題についてこれまでの進捗や成果の創出状況を十分に考慮に

入れたうえで、どのような潜在性をもった化合物を最終候補物質とするのか、つまり、本

プロジェクトの枠組みのなかで研究の最終目標をどこに設定するかについて、早急に明確

するとともに、ガーナ・日本両国の研究機関間で共通認識を得ておくことは最重要課題で

ある。また、製剤化を目標とするのであれば、既存の治療製剤あるいは既知の活性物質と

同等もしくはそれらを上回る有効性、新規性を有する化合物の同定をめざすことが求めら

れ、戦略的な特許出願計画も必要である。 

また一方で、抗トリパノソーマ研究については有効性の期待される粗抽出物の生薬とし

ての製品開発が通常の研究活動と並行して開始されているが、本件についてもより慎重な

有効性、安全性評価及び研究計画の立案がなされることが望ましい。これが実現すれば、

ガーナ原産薬用植物に科学的根拠を与えるとともに、ガーナ国民への裨益も期待できるが、

ガーナ関連機関とも連携した慎重な取り組みと実用化への方向性の絞り込みが必要である

と考えられる。 

 

4）持続的研究活動等への貢献の見込み 

2008年12月に実施された事前評価で確認されたガーナ保健政策及びターゲットグループ

のニーズ、日本の援助政策とプロジェクト目標の一致性に関して、本事業の妥当性を損ね

るような政策の変更やニーズの変化等は認められず、その一致性は現時点においても維持

されている。 

このような状況下、学術的観点からの本プロジェクトでは、人材育成の観点から、これ

らの研究実施や本邦研修を通じて研究者はある程度の知識、技能を獲得しつつあり、それ

に伴って必要な研究機器も整備されたことから、基本的な研究体制は構築されつつあると
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考えられる。そのため、ガーナにおける薬用植物を用いた医薬品開発や伝統的な生薬治療

への取り組みは、本プロジェクト終了後も継続することが見込まれる。 

他方、本プロジェクトでは将来の医薬品開発を強く念頭に置いた活動を展開しており、

本事業終了後の前臨床試験や臨床試験、市販後調査はガーナ薬事法もしくは関連する規制

を遵守して実施されることになるため、ガーナ保健省食品医薬品局などの関係機関のアド

バイスを得ながら、法令コンプライアンスを含む医薬品承認プロセスを適切に行っていく

必要がある。さらに、医薬品開発には莫大な時間と費用を要し、医薬品としての承認のた

めに必要な前臨床試験、臨床試験の実施はGLP、GCPに準拠して適切に実施される必要があ

る。本事業の実施機関単独で開発を進めることは財政的にも技術的にも困難である。本事

業では製薬企業のもと開発を進めることを想定しており、また、必須であるとも考えられ

ることから、プロジェクトは期間終了までにプロジェクト終了後の医薬品開発の具体的な

道筋について、検討しておく必要がある。 

また、先進諸国で開発した医薬品はガーナ国民にとっては非常に高価で、薬用植物を用

いた医薬品開発や生薬などの伝統治療に科学的根拠を与えることはガーナ政府にとって優

先性の高い目標になっている。そのような状況の下で、ガーナと日本の研究機関が協力し

てガーナ固有の植物から薬効成分の探索・同定を行うことの意義は大きいと考えられる。

実際に、比較的大きな規模で薬用植物の薬効に対する科学的調査が行われたのはガーナで

初めてであり、本プロジェクト成果の展開が期待される。 

 

5）今後の課題 

① 本プロジェクトは、研究の上位目標を、「科学的エビデンスに基づく生薬医療によるウ

イルス、寄生虫感染症の新たな治療法開発」「伝統医療システムに科学的エビデンスを付

加した、持続可能な治療戦略の確立」として、プロジェクト達成目標を、「有効な化合物

の取得と前臨床試験候補物質の選抜」としているが、各研究課題についてこれまでの進

捗や成果の創出状況を十分に考慮したうえで、プロジェクトの到達点及び上位目標を明

確化し、早急にガーナ側を含めた研究機関間で共通認識を得ておく必要がある。 

② 本プロジェクトは製薬企業のもと開発を進めることを想定しており、候補物質は既存

の治療製剤あるいは既知の活性物質と同等もしくはそれらを上回る有効性を有する化合

物の同定をめざすことが求められる。製品化が期待できる化合物が得られた場合は、特

許出願も適切に行われる必要があり、さらに、プロジェクトは期間終了までにプロジェ

クト成果を医薬品開発につなげる具体的な道筋について、検討する必要がある。 

③ プロジェクトの円滑かつ効果的な実施のため、日本・ガーナ国側双方の意見・情報交

換を活発化する必要がある。日本側研究機関は研究リーダーを筆頭に可能な限りガーナ

に専門家を派遣し、直接的なコミュニケーション（Face to Face）を促進することが望ま

れ、さらに、ガーナでの月例会議、レポート提出のみでなく、日本国内の研究結果もガ

ーナ側と共有する必要がある。SATREPSの国内での研究費は国内研究整備費ではなく、

あくまでも国際共同研究として相手国との研究交流を高めていくためのものであること

を再度認識して取り組む必要がある。 

④ ガーナ側若手研究者に対する研究における実験技術やデータ収集・解析、一次レベルの

データの解釈や科学的考察を行えるような技術移転は、今後も継続して行うことを希望
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する。 

⑤ 機密保持の観点からサンプル名などをコード番号として使用することは必要であるが、

研究グループ間の情報共有には配慮が必要と考えられる。今後研究の情報共有について、

ガーナ－日本の研究リーダーを中心とした研究者同士で協議を行う必要がある。 

⑥ 今後、研究の加速化を行うためには、薬草抽出物からの活性成分の分画、精製が律速

となることが考えられる。限られた期限内で一定の成果を上げるために、活性成分の分

画、精製の担当機関である、長崎国際大、生薬科学研究センターへの集中した設備・人

材の投入についての検討が必要である。 

⑦ 国際共同研究である本計画の成果を得るためには、相手国に対する愛情とプロジェク

トに対する熱意が欠かせない。格段の情熱をもって取り組む必要があり、そのことをプ

ロジェクト関係者に強く要望する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 成果目標シートと達成状況（2012年6月時点） 
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第６章 提言 
 

 （1）プロジェクトは、ガーナ側若手研究者に対して、研究室内の実験技術、データ収集・解析、

一次レベルのデータの解釈及び科学的考察などに関する能力構築を引き続き行うことが望ま

れる。 

 

 （2）プロジェクトの円滑かつ効果的な実施のため、日本・ガーナ間及び現地日本人専門家間の

コミュニケーションが強化されることが望ましい。現地日本人専門家は、週1回程度でも顔を

合わせる機会・会合をもつことが望ましい。また、ガーナ側のさらなる組織的能力強化のた

め、日本側研究機関は、本プロジェクトに関連する研究者をガーナに派遣し、ガーナ側との

直接的なコミュニケーションを促進することが望まれる。 

 

 （3）NMIMRとCSRPMにおいては機密保持の観点から別々のコード番号が使用されているが、同

一のコード番号が使用されているNMIMR内の研究グループ間においては、情報共有の強化を

検討していくことが望まれる。 

 

 （4）BSL3実験室の安定的な稼働は、本プロジェクトの研究活動に加えて西アフリカ地域の感染

症対策にとっても重要である。NMIMRと日本側は、その安定的な稼働及び適切なメンテナン

スの重要性を認識することが望ましい。また、CSRPMにおいては、プロジェクトが電圧安定

装置を継続的に購入する間に、ガーナ側において施設の電力・電圧制御システム改善のため

の必要措置の検討が開始されることが望まれる。 

 

 （5）プロジェクトは、これまでの進捗を踏まえて、各研究課題についてどのような質をもった

化合物を最終候補物質とするのか、言い換えれば本プロジェクトの枠組みのなかでどこまで

研究が進めば是とするのかについて明確にするとともに、研究機関間で共通認識を得ておく

ことが望ましい。また、プロジェクトは既存の治療製剤と同等もしくはそれらを上回る有効

性、新規性を有する化合物の同定をめざすことが求められる。製品化が期待できる化合物が

得られた場合は、特許出願も適切に行われる必要がある。 

 

 （6）本事業では、前臨床試験は製薬企業のもとで進められることが想定されており、また必須

であると考えられるため、プロジェクトは期間終了までにプロジェクト終了後の医薬品開発

の具体的な道筋について検討しておくことが望ましい。 

 



付 属 資 料 

 

１．PDM 

 

２．中間レビュー調査の日程 

 

３．評価グリッド 

 

４．主要面談者リスト 

 

５．投入実績表 

 

６．協議議事録（M/M）署名済 

 



































































 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 


	表紙
	序文
	目次
	プロジェクトの位置図
	写真
	略語表
	評価結果要約表
	第１章 中間レビュー調査の概要
	第２章 中間レビュー調査の方法
	第３章 プロジェクトの実績と実施プロセス
	第４章 評価結果
	第５章 科学技術的視点からの評価（JST評価委員会による評価結果）
	第６章 提言
	付属資料
	１．PDM
	２．中間レビュー調査の日程
	３．評価グリッド
	４．主要面談者リスト
	５．投入実績表
	６．協議議事録（M/M）署名済




